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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 　

第28期

第２四半期累計期間
　

第28期

第２四半期会計期間
第27期

会計期間 　

自　平成21年３月１日

至　平成21年８月31日
　

自　平成21年６月１日

至　平成21年８月31日

自　平成20年３月１日

至　平成21年２月28日

売上高 （千円） 　 3,012,701　 1,573,799 6,828,740

経常利益 （千円） 　 85,305　 26,356 728,148

四半期（当期）純利益 （千円） 　 50,008　 15,002 422,709

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円） 　 － 　 － －

資本金 （千円） 　 － 　 212,330 212,315

発行済株式総数 （株） 　 － 　 2,171,900 2,171,800

純資産額 （千円） 　 － 　 1,869,441 1,936,680

総資産額 （千円） 　 － 　 2,312,358 2,640,985

１株当たり純資産額 （円） 　 － 　 860.74 891.74

１株当たり四半期（当
期）純利益

（円） 　 23.03　 6.91 219.97

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） 　 23.00　 6.90 218.80

１株当たり配当額 （円） 　 10.00　 10.00 54.00

自己資本比率 （％） 　 － 　 80.8 73.3

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 　 △74,094　 － 462,738

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 　 13,487　 － △24,631

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 　 △116,769　 － 144,563

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） 　 － 　 1,075,772 1,253,148

従業員数 （名） 　 － 　 959 937

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(１)　提出会社の状況

平成21年８月31日現在

従業員数〔名〕 959 〔2〕

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(１)　生産実績

生産実績においては、当社の業務形態上、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

(２)　受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を示すと次のとおりであります。

　

事業部門別の名称 　受注高(千円) 　 　受注残高(千円) 　

エンジニアリング事業 　 　 　 　

  業務請負形態 513,696　 429,269　

合計 513,696　 429,269　

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　特定派遣形態は、サービスの提供量に応じて対価を得るため受注実績には記載しておりません。

３　その他事業に関しては、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

(３)　販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を示すと次のとおりであります。

　

事業部門別の名称 　販売高(千円) 　

エンジニアリング事業 1,555,370　

  特定派遣形態 966,382　

  業務請負形態 588,987　

その他事業 18,428　

  RFID事業 18,428　

合計 1,573,799　

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

当第２四半期会計期間

(自　平成21年６月１日

至　平成21年８月31日)

販売高(千円) 割合(％)

キヤノン株式会社 1,206,742 76.7

ソニー株式会社 224,327 14.3

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクは次のとおりであります。なお、文中の

将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(１)　新型インフルエンザのパンデミック（世界的大流行）に関するリスク

当社は、新型インフルエンザ対策として、その予防に関する備品の整備、社内教育、関係機関からの情報

収集等、新型インフルエンザの感染予防に対する体制整備に努めておりますが、新型インフルエンザの発
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生や感染が急拡大し、当社社員等に感染者が多数発生した場合には、お客様先への感染等を防止するた

め、サービスの縮小若しくは停止措置を行わざるを得ない事態も想定されます。

当社が提供するサービスは、当社社員の特定派遣及び業務請負によるエンジニアリング事業を主な事

業として展開しておりますので、このような場合は、当社の業績や今後の事業展開に大きな影響を与える

可能性があります。

　

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態及び経営成績の分析】

(１)　経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、昨年のリーマンショック以降における世界規模での景

気の急激な悪化が続いた中、企業における大幅な在庫調整や生産調整を通して景気底入れの兆しが見え

始め、株価も回復しつつあります。しかしながら、個人消費は依然低迷しているほか、失業率も高止まりし

ており、今後の先行きに関しては依然予断を許さない状況となっております。

当社の主要顧客が属するデジタル家電業界においても、若干の好転の兆しは見えるものの、特定派遣業

務においては残業時間の抑制や単価の据え置き、請負業務においては、案件数の減少と競争激化による受

注金額の低下と、依然として厳しい環境となっております。また、その他事業におけるRFID業界におきま

しても、企業の設備投資の抑制は続いており、非常に厳しい受注環境で推移しております。

このような状況の中、当社としましては、「お客様の信頼確保と当社社員の安心」が以後の当社の発展

に寄与すると考え、お客様からのニーズにマッチした高品質なサービスの提供、優秀な技術者の維持・確

保、新規顧客の開拓や既存顧客への提案活動、技術者のスキルアップ等を重点的に進めてまいりました。

また、その他事業におけるRFID事業におきましては、製品原価の低減、性能向上を図る新製品の開発、内需

業界向けサービスの開発を施してまいりました。その一方で、利益確保のために、請負業務及び間接部門

の作業効率化による残業の抑制、消耗品費やコンサルティング費用等の販売管理費の削減と、徹底的にコ

スト削減に努めてまいりました。

その結果、当第２四半期会計期間における売上高は1,573百万円、営業利益は23百万円、経常利益は26百

万円、四半期純利益は15百万円となり、期初に立てた予算を若干下回る結果となりました。なお、事業部門

別の売上高につきましては、エンジニアリング事業の売上高は1,555百万円、その他事業におけるRFID事

業の売上高は18百万円となっております。

　

(２)　財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における資産合計額は2,312百万円となり、前事業年度末比328百万円の減少

となりました。これは主に、現金及び預金が177百万円減少したこと、受取手形及び売掛金が83百万円減少

したこと、仕掛品が25百万円減少したことによるものであります。

負債合計額は442百万円となり、前事業年度末比261百万円の減少となりました。これは主に、未払法人

税等が101百万円減少したこと、前事業年度末日が休日のため、決済が当第２四半期会計期間に繰り延べ

られた影響等で流動負債その他が149百万円減少したことによるものであります。

純資産合計額は1,869百万円となり、前事業年度末比67百万円の減少となりました。これは主に、四半期

純利益50百万円の計上、剰余金の配当117百万円によるものであります。
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(３)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第１四半期会計期間

末に比べて286百万円減少し、1,075百万円となりました。

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は、265百万円となりました。これは主に、税引前四半期純利益25百万円の

計上、売上債権の増加90百万円及び賞与引当金の減少153百万円による資金減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、１百万円となりました。これは、有形・無形固定資産の取得による支

出１百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、19百万円となりました。これは、配当金の支払額19百万円によるもの

であります。

　

(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(５)　研究開発活動

当第２四半期会計期間における当社が支出した研究開発費の総額は17百万円であります。

なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(１)　主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(２)　設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。

　

EDINET提出書類

ソーバル株式会社(E22049)

四半期報告書

 7/26



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,400,000

計 7,400,000

　

②　【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成21年８月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年10月９日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 2,171,900 2,171,900ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 2,171,900 2,171,900 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成21年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

　

(２) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権並びに会社法第

236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　第１回新株予約権（平成17年７月21日臨時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年８月31日)

　

新株予約権の数(個) 18 　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,800 　

新株予約権の行使時の払込金額(円) 300 　

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月30日

至　平成27年７月20日
　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　300

資本組入額　150
　

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役

又は従業員並びに監査役のいずれかの地位を保有して

いること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場

合に限り新株予約権を行使することができる。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた

場合はこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の法定相続人

は新株予約権を行使することができる。

③新株予約権者は、当社の普通株式が上場された場合

に限り、新株予約権を行使することができる。

④その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。

　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときには、取締役会の承認を要
する。
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代用払込みに関する事項 ― 　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― 　

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

２　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、

新株予約権のうち、当該時点で行使されない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生

じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

　

　　　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　

　　また、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、会社分割を行う場合、ならびに、完全

子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、必要と認める株式の数の調

整を行う。

３　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げる。
　

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
　

　　また、払込金額を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合は、次の算式により１株当

たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。
　

 

調整後払込金額

 

＝

 

調整前払込金額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

　　更に、当社が他社と合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または、会社分割を行う場合、ならびに、完全

子会社となる株式交換または株式移転を行い、本件新株予約権が承継される場合、必要と認める払込金額の調

整を行う。

４　平成18年７月31日付で１株につき100株の割合で株式分割を行っており、新株予約権の目的となる株式の数は、

1,800株となっております。

　

②　第２回新株予約権（平成18年11月24日臨時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年８月31日)

　

新株予約権の数(個) 2 　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　

新株予約権の目的となる株式の数(株) 200 　

新株予約権の行使時の払込金額(円) 450 　

新株予約権の行使期間
自　平成20年12月31日

至　平成28年10月31日
　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　450

資本組入額　225
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新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役

又は従業員並びに監査役のいずれかの地位を保有して

いること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場

合に限り新株予約権を行使することができる。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた

場合はこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の法定相続人

は新株予約権を行使することができる。

③新株予約権者は、当社の普通株式が上場された場合

に限り、新株予約権を行使することができる。

④その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときには、取締役会の承認を要

する。
　

代用払込みに関する事項 ― 　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― 　

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

２　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、新株予約権

のうち、当該時点で行使されない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要と認める付与株式

数の調整を行う。

３　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。
　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
　

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

更に、上記のほか、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要とする払込価額の調

整を行う。

　

③　第３回新株予約権（平成18年11月24日臨時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年８月31日)

　

新株予約権の数(個) 25 　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,500 　

新株予約権の行使時の払込金額(円) 450 　

新株予約権の行使期間
自　平成20年12月31日

至　平成28年10月31日
　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　450

資本組入額　225
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新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役

又は従業員並びに監査役のいずれかの地位を保有して

いること、あるいは、当社と顧問契約を締結している場

合に限り新株予約権を行使することができる。ただし、

定年退職その他取締役会が正当な理由があると認めた

場合はこの限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の法定相続人

は新株予約権を行使することができる。

③新株予約権者は、当社の普通株式が上場された場合

に限り、新株予約権を行使することができる。

④その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときには、取締役会の承認を要

する。
　

代用払込みに関する事項 ― 　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― 　

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

２　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、新株予約権

のうち、当該時点で行使されない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要と認める付与株式

数の調整を行う。

３　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。
　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
　

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

更に、上記のほか、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要とする行使価額の調

整を行う。

　

④　第４回新株予約権（平成20年１月23日臨時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年８月31日)

　

新株予約権の数(個) 32 　

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,200 　

新株予約権の行使時の払込金額(円) 750 　

新株予約権の行使期間
自　平成22年２月２日

至　平成30年１月22日
　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　750

資本組入額　375
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新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者

において、これを行使することを要する。ただし、相続

により新株予約権を取得した場合はこの限りではな

い。

②新株予約権発行時において当社の従業員であった者

は、新株予約権行使時においても当社の従業員である

ことを要する。ただし、定年退職その他正当な理由のあ

る場合はこの限りではない。

③当社普通株式が証券取引所に上場された日から６か

月を経過していること。

　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときには、取締役会の承認を要

する。
　

代用払込みに関する事項 ― 　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

― 　

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

２　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により株式の数を調整する。ただし、かかる調整は、新株予約権

のうち、当該時点で行使されない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要と認める付与株式

数の調整を行う。

３　株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。
　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で、新株式の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
　

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
　

更に、上記のほか、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、必要とする行使価額の調

整を行う。

　

(３) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金

増減額

（千円）

資本準備金

残高

（千円）

平成21年６月１日～

平成21年８月31日
－ 2,171,900 － 212,330 － 117,330

　

(５) 【大株主の状況】

平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

川下 奈々 東京都杉並区 499,360 22.99

推津 敦 神奈川県横浜市港北区 499,360 22.99
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ソーバル従業員持株会 東京都大田区下丸子三丁目25番14号 313,500 14.43

推津 順一 東京都西東京市 251,720 11.59

推津 幸子 東京都西東京市 221,560 10.20

日本證券金融株式会社
取締役社長  増渕 稔

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番地10号 36,600 1.69

昔農 千春 京都府相楽郡精華町 26,200 1.21

土谷 礼子 東京都世田谷区 21,100 0.97

福島 則光 島根県壱岐郡海士町 10,200 0.47

小林 照幸 東京都豊島区 10,000 0.46

計 － 1,889,600 87.00

　

(６) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　 － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,171,40021,714 －

単元未満株式 普通株式 500 － －

発行済株式総数 　 2,171,900 － －

総株主の議決権 　 － 21,714 －

　

②　【自己株式等】

平成21年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 700 740 835 945 945 940

最低(円) 484 596 700 820 825 880

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。

(１)　退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 専務執行役員兼営業部長 川下 真 平成21年８月28日

EDINET提出書類

ソーバル株式会社(E22049)

四半期報告書

13/26



　

EDINET提出書類

ソーバル株式会社(E22049)

四半期報告書

14/26



第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成21年６月１日

から平成21年８月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）

に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１　【四半期財務諸表】
(１)　【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期
会計期間末

(平成21年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,075,772 1,253,148

受取手形及び売掛金 623,645 707,036

原材料 1,001 453

仕掛品 174,764 200,173

その他 142,296 154,851

貸倒引当金 △9,126 △9,823

流動資産合計 2,008,354 2,305,840

固定資産

有形固定資産 ※１
 181,634

※１
 189,141

無形固定資産 22,905 24,400

投資その他の資産 99,463 121,602

固定資産合計 304,003 335,144

資産合計 2,312,358 2,640,985

負債の部

流動負債

買掛金 860 1,294

未払法人税等 41,218 142,981

賞与引当金 167,836 176,600

受注損失引当金 1,958 9,222

その他 179,581 329,444

流動負債合計 391,455 659,543

固定負債

役員退職慰労引当金 51,460 44,760

固定負債合計 51,460 44,760

負債合計 442,916 704,304

純資産の部

株主資本

資本金 212,330 212,315

資本剰余金 117,330 117,315

利益剰余金 1,539,781 1,607,050

株主資本合計 1,869,441 1,936,680

純資産合計 1,869,441 1,936,680

負債純資産合計 2,312,358 2,640,985
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(２)　【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 3,012,701

売上原価 2,426,492

売上総利益 586,209

販売費及び一般管理費 ※１
 503,934

営業利益 82,274

営業外収益

受取利息 406

保険配当金 1,992

雇用奨励金収入 963

その他 6

営業外収益合計 3,368

営業外費用

株式交付費 338

営業外費用合計 338

経常利益 85,305

特別利益

貸倒引当金戻入額 696

特別利益合計 696

特別損失

固定資産除却損 10

特別損失合計 10

税引前四半期純利益 85,991

法人税等 ※２
 35,982

四半期純利益 50,008
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 1,573,799

売上原価 1,313,454

売上総利益 260,345

販売費及び一般管理費 ※１
 236,773

営業利益 23,571

営業外収益

受取利息 285

保険配当金 1,992

雇用奨励金収入 500

その他 7

営業外収益合計 2,785

経常利益 26,356

特別利益

貸倒引当金戻入額 △493

特別利益合計 △493

特別損失

固定資産除却損 10

特別損失合計 10

税引前四半期純利益 25,853

法人税等 ※２
 10,850

四半期純利益 15,002
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(３)　【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 85,991

減価償却費 13,849

貸倒引当金の増減額（△は減少） △696

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,764

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,700

受取利息 △406

売上債権の増減額（△は増加） 83,391

たな卸資産の増減額（△は増加） 24,860

未払金の増減額（△は減少） △79,771

その他 △58,928

小計 66,225

利息の受取額 406

法人税等の支払額 △140,726

営業活動によるキャッシュ・フロー △74,094

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,535

無形固定資産の取得による支出 △3,151

差入保証金の回収による収入 21,175

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,487

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △116,460

株式の発行による支出 △308

財務活動によるキャッシュ・フロー △116,769

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △177,376

現金及び現金同等物の期首残高 1,253,148

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,075,772
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

 

棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産については、従来、原材料は移動平均法による原価法、仕掛品は個別法による原価法によっておりまし
たが、第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日)を
適用したことに伴い、原材料は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）、仕掛品は個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）により算定しております。

　これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

１　たな卸資産の評価方法

　たな卸資産の簿価切下げに関して、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げ
を行う方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっており
ます。

 

３　繰延税金資産の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著
しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用
する方法によっております。

 

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期累計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実
効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第２四半期会計期間末

(平成21年８月31日)

前事業年度末

(平成21年２月28日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 165,098千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 155,844千円
　 　

　

(四半期損益計算書関係)

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

給料 192,955千円

賞与引当金繰入額 14,308千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,700千円

 

※２　法人税等の表示方法

　　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

　

　

当第２四半期会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

給料 86,218千円

賞与引当金繰入額 △1,269千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,470千円

 

※２　法人税等の表示方法

　　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 
 

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

現金及び預金勘定 1,075,772千円

現金及び現金同等物 1,075,772千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年８月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成

21年８月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

会計期間末

(株)

  普通株式 2,171,900

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(１)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月26日
定時株主総会

普通株式 117,277 54.00平成21年２月28日平成21年５月27日利益剰余金

　

(２)　基準日が当会計年度の開始の日から当四半期会計期間末に属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月30日
取締役会

普通株式 21,719 10.00平成21年８月31日平成21年11月11日利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期会計期間末

(平成21年８月31日)

前事業年度末

(平成21年２月28日)

 

　 860.74円

 

 

　 891.74円

 
　 　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)
　

１株当たり四半期純利益 23.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 23.00円
　

　

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

当２第四半期累計期間

(自　平成21年３月１日

　至　平成21年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 50,008

普通株式に係る四半期純利益（千円） 50,008

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 2,171,890

四半期純利益調整額（千円） －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数（株）
2,364

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ

いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

－

　

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

　

１株当たり四半期純利益 6.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 6.90円

　

　

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

当２第四半期会計期間

(自　平成21年６月１日

　至　平成21年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 15,002

普通株式に係る四半期純利益（千円） 15,002

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 2,171,900

四半期純利益調整額（千円） －
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潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数（株）
3,086

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ

いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要

－

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　

第28期（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）中間配当については、平成21年９月30日開催

の取締役会において、平成21年８月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次の通り中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 21,719千円

② １株当たりの金額 10.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年11月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年10月９日

ソーバル株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    都甲　孝一    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉山　正樹    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソー

バル株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第28期事業年度の第２四半期会計期間(平成

21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ソーバル株式会社の平成21年８月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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